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１

は
じ
め
に

❶
背
景

　

近
年
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
に
対
す

る
関
心
が
高
ま
っ
て
い
る
。
こ
の

背
景
に
は
、
海
外
の
先
進
的
な
取

組
、
東
日
本
大
震
災
の
経
験
、
メ

デ
ィ
ア
等
で
頻
繁
に
と
り
あ
げ
ら

れ
る
「
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
」
と
の
関

係
な
ど
、
様
々
な
要
因
が
あ
る
と

考
え
ら
れ
る
。
こ
う
し
た
中
、
政

府
の
取
組
へ
の
期
待
や
要
望
も
高

ま
っ
て
お
り
、
早
急
な
対
応
が
求

め
ら
れ
て
い
る
と
い
え
る
。
本
稿

で
は
、
特
に
内
閣
官
房
に
お
け
る

取
組
を
中
心
に
、
政
府
の
オ
ー
プ

ン
デ
ー
タ
に
関
す
る
取
組
の
全
体

概
要
を
整
理
し
て
み
た
い
。

❷
検
討
経
緯

　

オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
に
関
す
る
議

論
の
き
っ
か
け
と
な
っ
た
の
が
、

平
成
22
年
5
月
に
Ｉ
Ｔ
戦
略
本
部

で
決
定
さ
れ
た
「
新
た
な
情
報
通

信
技
術
戦
略
」
で
あ
る
。
こ
の
戦

略
の
柱
の
一
つ
で
あ
る
「
国
民
本

位
の
電
子
行
政
の
実
現
」
の
中

で
、「
オ
ー
プ
ン
ガ
バ
メ
ン
ト
等

の
確
立
」が
位
置
づ
け
ら
れ
、「
行

政
が
保
有
す
る
情
報
を
２
次
利
用

可
能
な
形
で
公
開
し
て
、
原
則
と

し
て
す
べ
て
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で

容
易
に
入
手
で
き
る
よ
う
に
す
る

な
ど
、
行
政
が
保
有
す
る
情
報
の

公
開
を
積
極
的
に
推
進
す
る
」
こ

と
が
記
載
さ
れ
た
。

　

ま
た
、「
国
民
本
位
の
電
子
行

政
の
実
現
」
の
た
め
に
、
電
子
行

政
に
関
す
る
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス

（
以
下
「
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
」
と

い
う
。）
が
Ｉ
Ｔ
戦
略
本
部
の
企

画
委
員
会
の
下
に
設
置
さ
れ
、
同

年
９
月
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
た
議
論

を
も
と
に
「
電
子
行
政
推
進
に
関

す
る
基
本
方
針
」
が
、
平
成
23
年

6
月
に
Ｉ
Ｔ
戦
略
本
部
で
決
定
さ

れ
た
。
特
に
こ
の
年
の
3
月
に
起

こ
っ
た
東
日
本
大
震
災
で
の
様
々

な
影
響
を
踏
ま
え
て
、「
オ
ー
プ

ン
ガ
バ
メ
ン
ト
」
に
つ
い
て
は
本

方
針
の
重
要
な
テ
ー
マ
と
し
て
位

置
づ
け
ら
れ
、
電
子
行
政
タ
ス
ク

フ
ォ
ー
ス
で
更
に
議
論
を
深
め
る

こ
と
と
な
っ
た
。
こ
こ
で
の
特
徴

は
、「
国
民
と
の
情
報
の
共
有
化

や
政
策
形
成
過
程
の
可
視
化
を
進

め
、
国
民
が
政
策
を
検
証
又
は
提

案
し
、
政
策
形
成
過
程
に
参
加
で

き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
」
に
あ
る

と
捉
え
ら
れ
る
。

　

平
成
23
年
12
月
か
ら
の
議
論
で

は
、
更
に
民
間
に
よ
る
デ
ー
タ
の

「
活
用
」
の
側
面
が
着
目
さ
れ
る

と
と
も
に
、
Ｅ
Ｕ
諸
国
の
取
組
を

参
考
に
ビ
ジ
ネ
ス
創
出
の
た
め
の

民
間
参
加
の
仕
組
み
づ
く
り
が
指

摘
さ
れ
、
デ
ー
タ
を
民
間
に
二
次

利
用
し
や
す
い
形
で
公
開
す
る

「
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
」
に
注
力
す

る
こ
と
が
整
理
さ
れ
た
。
こ
う
し

て
と
り
ま
と
め
ら
れ
た
の
が
「
電

子
行
政
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
戦
略
」

（
平
成
24
年
7
月
Ｉ
Ｔ
戦
略
本
部

決
定
）
で
あ
る
（
以
下
、「
戦
略
」

と
い
う
）。
こ
の
戦
略
は
政
府
と

し
て
初
め
て
決
定
し
た
「
オ
ー
プ

ン
デ
ー
タ
」
に
関
す
る
基
本
戦
略

と
な
り
、
以
後
の
政
府
の
取
組
は

戦
略
に
基
づ
き
実
施
さ
れ
る
こ
と

と
な
る
。（
図
１
）

２

オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
推
進
に
向

け
た
取
組

❶
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
の
意
義
・
基

本
原
則

　

オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
は
、
公
的
機

関
が
保
有
す
る
デ
ー
タ
を
、
民
間

が
編
集
・
加
工
等
を
し
や
す
い
形

で
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
公
開

す
る
も
の
。
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
に

よ
り
、公
的
機
関
が
有
す
る
大
量
・

多
様
な
デ
ー
タ
を
、
コ
ン
ピ
ュ
ー

タ
で
高
速
に
、
横
断
的
に
組
み
合

わ
せ
て
処
理
・
利
用
す
る
こ
と
が

可
能
と
な
る
。
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オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
に
は
、
大
き

く
３
つ
の
意
義
が
あ
る
。
１
つ
め

が
経
済
の
活
性
化
、
新
事
業
の
創

出
、
２
つ
め
が
官
民
協
働
に
よ
る

公
共
サ
ー
ビ
ス
の
実
現
、
３
つ
め

が
行
政
の
透
明
性
・
信
頼
性
の
向

上
で
あ
る
。
現
在
特
に
重
要
と
考

え
ら
れ
て
い
る
の
が
１
つ
め
の
経

済
の
活
性
化
、
新
事
業
の
創
出
の

観
点
で
あ
る
。
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ

に
よ
り
、
様
々
な
行
政
デ
ー
タ
と

民
間
の
デ
ー
タ
を
組
み
合
わ
せ
て

利
用
で
き
る
こ
と
で
新
た
な
付
加

価
値
を
創
造
す
る
新
事
業
・
新

サ
ー
ビ
ス
の
創
出
が
期
待
さ
れ
る

と
と
も
に
、
デ
ー
タ
の
収
集
・
分

析
コ
ス
ト
の
削
減
が
可
能
と
な

り
、
企
業
活
動
の
効
率
化
等
に
も

つ
な
が
る
。（
図
２
）

　

ま
た
、
こ
の
戦
略
の
最
も
基
本

的
な
原
則
は
、「
政
府
自
ら
積
極

的
に
公
開
」、「
機
械
判
読
可
能
で

二
次
利
用
が
容
易
な
形
式
で
公

開
」、「
営
利
目
的
、
非
営
利
目
的

を
問
わ
ず
活
用
を
促
進
」、「
取
組

可
能
な
公
共
デ
ー
タ
か
ら
速
や
か

に
公
開
等
の
具
体
的
な
取
組
に
着

手
」
で
あ
る
が
、
ビ
ジ
ネ
ス
創
出

の
観
点
か
ら
は
、
特
に
２
点
目
と

３
点
目
が
重
要
だ
と
い
え
る
。

❷
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
の
課
題
と
解

決
の
方
向
性

　

オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
の
課
題
と
し

て
は
、
次
の
３
つ
の
点
が
指
摘
さ

れ
た
。
１
点
目
は
、
公
共
デ
ー
タ

の
利
用
に
お
け
る
ル
ー
ル
が
不
明

確
で
あ
り
制
約
が
あ
る
こ
と
。
２

点
目
は
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
処
理
が

困
難
な
デ
ー
タ
形
式
で
デ
ー
タ
が

公
開
さ
れ
て
お
り
、
デ
ー
タ
が
利

用
し
づ
ら
い
こ
と
、
３
点
目
は
、

利
用
者
に
と
っ
て
目
的
の
デ
ー
タ

が
見
つ
け
に
く
い
こ
と
で
あ
る
。

　

こ
う
し
た
課
題
に
対
し
て
、
次

の
よ
う
な
検
討
が
必
要
と
な
る
。

　

１
点
目
に
対
し
て
は
、
公
共

デ
ー
タ
の
自
由
な
編
集
・
加
工
等

を
認
め
る
ル
ー
ル
の
整
備
。
２
点

目
に
対
し
て
は
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

で
処
理
し
や
す
い
デ
ー
タ
形
式
で

の
公
開
。
３
点
目
に
対
し
て
は
、

デ
ー
タ
を
総
合
的
に
案
内
し
横
断

的
検
索
が
可
能
な
デ
ー
タ
カ
タ
ロ

グ
サ
イ
ト
の
整
備
が
必
要
と
な

る
。
更
に
４
点
目
と
し
て
、
利
用

促
進
と
い
う
意
味
で
は
、
普
及
・

啓
発
の
取
組
も
必
要
と
な
る
。

　

な
お
、
こ
う
し
た
課
題
意
識

は
、
日
本
に
限
ら
ず
英
米
を
は
じ

め
先
進
諸
国
で
共
通
的
に
持
た
れ

て
お
り
、
以
下
の
よ
う
な
取
組
が

始
ま
っ
て
い
る
。
１
点
目
に
つ
い

て
は
統
一
的
ラ
イ
セ
ン
ス
の
整

備
、
２
点
目
に
つ
い
て
は
公
共

デ
ー
タ
の
機
械
判
読
可
能
な
形
式

で
の
公
開
、
３
点
目
に
つ
い
て

は
、
デ
ー
タ
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
の

開
設
、
４
点
目
に
つ
い
て
は
ア
イ

デ
ア
募
集
、
コ
ン
テ
ス
ト
等
に
よ

る
民
間
等
の
意
見
を
反
映
さ
せ
る

取
組
等
で
あ
る
。

❸
課
題
解
決
に
向
け
た
検
討
体
制

　

こ
う
し
た
課
題
を
具
体
的
に
検

討
す
る
場
と
し
て
、
電
子
行
政

オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
実
務
者
会
議

（
以
下
、「
実
務
者
会
議
」
と
い

う
。）
が
設
置
さ
れ
、
平
成
24
年 

12
月
10
日
に
第
１
回
の
会
合
が
開

催
さ
れ
た
。
実
務
者
会
議
は
有
識

者
と
主
要
省
庁
（
課
長
ク
ラ
ス
）

か
ら
構
成
さ
れ
て
い
る
。（
現
在
、

有
識
者
は
大
学
教
員
等
9
名
、
省

庁
関
係
者
は
19
名
（
う
ち
オ
ブ

ザ
ー
バ
ー
2
名
）
と
な
っ
て
い

る
。）
主
査
は
、
慶
應
義
塾
大
学

の
村
井
教
授
が
務
め
て
い
る
。

　

実
務
者
会
議
の
下
に
は
、「
ル
ー

ル
・
普
及
」
と
「
デ
ー
タ
」
の
２

つ
の
ワ
ー
キ
ン
グ
・
グ
ル
ー
プ（
以

下
「
Ｗ
Ｇ
」
と
示
す
）
が
設
置
さ

れ
て
お
り
、
前
節
の
１
点
目
と
４

点
目
の
課
題
に
つ
い
て
は
ル
ー

ル
・
普
及
Ｗ
Ｇ
で
検
討
さ
れ
、
２

点
目
と
３
点
目
の
課
題
に
つ
い
て

は
デ
ー
タ
Ｗ
Ｇ
で
検
討
さ
れ
て
い

る
。（
図
３
）

　

な
お
、
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
政
策

は
国
の
す
べ
て
の
府
省
の
ほ
か
、

独
立
行
政
法
人
、
地
方
公
共
団
体

電子行政オープンデータ戦略の概要 
平成24年7月ＩＴ戦略本部決定

① 透明性・信頼性向上      → 行政の透明性の向上、行政への国民からの信頼性の向上 

② 国民参加・官民協働推進 → 創意工夫を活かした公共サービスの迅速かつ効率的な提供、ニーズや価値観の多様化等への対応 

③ 経済活性化・行政効率化  → 我が国全体の経済活性化、国・地方公共団体の業務効率化、高度化 
 
 
【基本原則】  ① 政府自ら積極的に公共データを公開すること 
              ② 機械判読可能で二次利用が容易な形式で公開すること 
            ③ 営利目的、非営利目的を問わず活用を促進すること 
          ④ 取組可能な公共データから速やかに公開等の具体的な取組に着手し、成果を確実に蓄積していくこと 

  

【推進体制・制度整備】オープンデータを推進するための体制として、速やかに、官民による実務者会議を設置 
 ①公共データ活用のための環境整備等基本的な事項の検討 
 ②今後実施すべき施策の検討及びロードマップの策定 ③各種施策のレビュー及びフォローアップ 
【電子的提供指針】フォローアップの仕組みを導入し、「具体的な施策」の成果やユーザーの要望等を踏まえ、提供する情報の範囲や内容、提供方法を見直し 

◆ 戦略の意義・目的 

◆ 基本的な方向性 

◆ 推進体制等 

【平成２４年度】以下の施策に着手 
 １ 公共データ活用の推進 （公共データの活用について、各府省、民間と連携し、実証事業等を実施） 《内閣官房、総務省、経済産業省》 
   ①公共データ活用ニーズの把握 ②データ提供方法等に係る課題の整理、検討 ③民間サービスの開発 
 ２ 公共データ活用のための環境整備 （実証事業等の成果を踏まえつつ、公共データ活用のための環境整備） 《内閣官房、関係府省》 
   ①公共データ活用のために必要なルール等の整備（データ公開時の著作権の取扱い、利用条件等） ②データカタログの整備 
   ③データ形式・構造等の標準化の推進等 ④提供機関支援等についての検討 
【平成２５年度以降】ロードマップに基づき、各種施策の継続、展開 《内閣官房、関係府省》 

◆ 具体的な施策 

《内閣官房、総務省》

《内閣官房、総務省、経済産業省、関係府省》

図１　電子行政オープンデータ戦略

オープンデータの意義と利用イメージ 

意義 利用イメージ 

経済の活性化、
新事業の創出 

 データ収集や各種コードによるデータの横断的利用が機械で自動的に可
能になることからコスト圧縮ができ、新しいサービスを提供するビジネスが可
能となる。 

 例： 気象、地質、交通その他の観測・調査データのような専門的データを収集・分析
    してビジネスに活用するなど
 

官民協働による
公共サービスの
実現 

 複数の行政機関や民間のデータを組み合わせることで、民間からも、生活
利便を高めるサービスや災害時に有用なサービスを提供できる。

 例： 子育て、教育、医療、福祉等の身近な公共サービスの内容、品質等を利用者
    に分かりやすく示す、災害時に迅速に複数の情報を組み合わせた情報発信が
    可能となるなど
 

行政の透明性・
信頼性の向上 

 政策・事業に関する計画、決定過程、決定内容、結果等について、横断的
に検索・集計・比較することで、政策の変化・特徴の把握や、政策の妥当性
の理解・評価ができる。

 例： 補助金や政府支出について、府省、分野、地域、支出先等別に分析するなど
 

図２　オープンデータの意義
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総
合
戦
略
本
部
に
お
い
て
、
今
後

３
年
程
度
の
取
組
に
つ
い
て
、「
電

子
行
政
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
推
進
の

た
め
の
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
」
が
決
定

さ
れ
た
。（
図
５
）

　

本
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
で
は
、「
二

次
利
用
を
促
進
す
る
利
用
ル
ー
ル

の
整
備
」、「
機
械
判
読
に
適
し
た

デ
ー
タ
形
式
で
の
公
開
」
な
ど
、

取
組
の
内
容
が
大
き
く
５
つ
に
整

理
さ
れ
た
。
更
に
、
当
面
の
具
体

的
な
行
動
に
つ
な
が
る
「
二
次
利

用
の
促
進
の
た
め
の
府
省
の
デ
ー

タ
公
開
に
関
す
る
基
本
的
考
え
方

（
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
）」 

が
実
務
者
会

議
に
お
い
て
と
り
ま
と
め
ら
れ
、

同
じ
く
６
月
に
各
府
省
Ｃ
Ｉ
Ｏ
連

絡
会
議
に
お
い
て
決
定
さ
れ
た
。

❷
Ｇ
８
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

　

平
成
25
年
６
月
に
英
国
で
開
催

さ
れ
た
Ｇ
８
サ
ミ
ッ
ト
で
は
、
は

じ
め
て
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
が
議
題

と
し
て
と
り
あ
げ
ら
れ
、
オ
ー
プ

ン
デ
ー
タ
に
お
け
る
合
意
文
書
が

作
成
さ
れ
た
。
こ
の
中
で
は
、
重

要
な
デ
ー
タ
カ
テ
ゴ
リ
が
合
意
さ

れ
、
各
国
で
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

を
作
成
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
こ

れ
に
基
づ
き
、「
日
本
の
オ
ー
プ

ン
デ
ー
タ
憲
章
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ

ン
」
が
作
成
さ
れ
、
同
年
10
月
に

各
府
省
Ｃ
Ｉ
Ｏ
連
絡
会
議
に
お
い

て
決
定
さ
れ
た
。（
図
６
）

４

デ
ー
タ
カ
タ
ロ
グ
サ
イ
ト

❶
デ
ー
タ
カ
タ
ロ
グ
サ
イ
ト
の
必

要
性

　

オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
を
推
進
す
る

上
で
、
基
盤
と
な
る
の
が
デ
ー
タ

カ
タ
ロ
グ
サ
イ
ト
で
あ
る
。
こ
れ

は
各
先
進
国
が
共
通
的
に
実
施
し

て
い
る
重
要
な
施
策
と
い
え
る
。

　

デ
ー
タ
カ
タ
ロ
グ
サ
イ
ト
と

は
、
複
数
の
機
関
が
保
有
・
公
開

す
る
デ
ー
タ
の
案
内
や
横
断
的
検

索
の
機
能
を
備
え
た
ポ
ー
タ
ル
サ

イ
ト
の
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ

り
、
複
数
の
機
関
を
横
断
し
て
一

元
的
に
、
必
要
な
デ
ー
タ
を
取
得

す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
。

　

日
本
に
お
い
て
も
、
オ
ー
プ
ン

デ
ー
タ
の
推
進
に
お
け
る
中
核
の

施
策
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
お

り
、
世
界
最
先
端
Ｉ
Ｔ
国
家
創
造

宣
言
に
お
い
て
、「
２
０
１
３
年

度
中
に
試
行
版
を
立
ち
上
げ
、
広

く
国
民
の
意
見
募
集
を
行
う
と
と

も
に
、
２
０
１
４
年
度
か
ら
本
格

運
用
を
実
施
す
る
」
と
さ
れ
て
い

る
。
こ
れ
に
基
づ
き
、
平
成
25
年

12
月
20
日
よ
り
デ
ー
タ
カ
タ
ロ
グ

サ
イ
ト
「
Ｄ
Ａ
Ｔ
Ａ
．
Ｇ
Ｏ
．
Ｊ

Ｐ
」（
試
行
版
）
が
公
開
さ
れ
た
。

（
図
７
）

❷
試
行
版
サ
イ
ト
の
特
徴

　

試
行
版
サ
イ
ト
に
は
、
大
き
く

３
つ
の
機
能
が
あ
る
。
第
１
に

デ
ー
タ
検
索
機
能
と
し
て
、
府
省

が
公
開
し
て
い
る
デ
ー
タ
を
横
断

検
索
で
き
る
機
能
。
検
索
結
果
か

ら
、
そ
の
デ
ー
タ
に
関
す
る
説
明

（
メ
タ
デ
ー
タ
）
を
確
認
で
き
、

府
省
の
公
開
Ｕ
Ｒ
Ｌ
か
ら
ダ
ウ
ン

等
、
多
く
の
主
体
が
関
係
す
る
取

組
で
も
あ
る
。
そ
の
た
め
、
そ
の

実
施
に
は
、
社
会
的
な
認
知
と
強

力
な
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
が
必
要
と

な
る
。
平
成
25
年
６
月
に
は
内
閣

法
等
の
改
正
に
よ
り
政
府
全
体
の

情
報
化
施
策
を
統
括
す
る
内
閣
情

報
通
信
政
策
監
（
政
府
Ｃ
Ｉ
Ｏ
）

が
設
置
さ
れ
た
。
実
務
者
会
議
に

お
い
て
検
討
さ
れ
た
事
項
は
、
政

府
Ｃ
Ｉ
Ｏ
が
中
心
と
な
り
、
オ
ー

プ
ン
デ
ー
タ
を
強
力
に
推
進
し
て

い
く
こ
と
と
な
る
。

３

オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
推
進
の
た

め
の
目
標

❶
世
界
最
先
端
Ｉ
Ｔ
国
家
創
造
宣

言
と
工
程
表

　

政
府
の
成
長
戦
略
と
し
て
「
日

本
再
興
戦
略
」、
Ｉ
Ｔ
戦
略
と
し

て
「
世
界
最
先
端
Ｉ
Ｔ
国
家
創
造

宣
言
」
が
平
成
25
年
６
月
に
閣
議

決
定
さ
れ
、
そ
の
中
で
オ
ー
プ
ン

デ
ー
タ
の
推
進
は
重
要
な
施
策
と

し
て
位
置
づ
け
ら
れ
た
。
世
界
最

先
端
Ｉ
Ｔ
国
家
創
造
宣
言
で
は

オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
の
推
進
に
つ
い

て
、
２
０
１
４
年
度
及
び
２
０
１

５
年
度
の
２
年
間
を
集
中
取
組
期

間
と
位
置
づ
け
、
２
０
１
５
年
度

末
に
は
、
他
の
先
進
国
と
同
水
準

の
公
開
内
容
を
実
現
す
る
こ
と
を

目
標
と
し
て
い
る
。（
図
４
）

　

ま
た
、
実
務
者
会
議
で
の
議
論

を
踏
ま
え
て
、
同
年
6
月
の
Ｉ
Ｔ

実務者会議の位置づけについて 

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ総合戦略本部） 
 

 本部長  ：内閣総理大臣 
 副本部長：IT政策担当大臣、内閣官房長官、総務大臣、経済産業大臣 
 本部員  ：本部長・副本部長を除く全国務大臣、内閣情報通信政策監及び有識者（10名以内） 

 

技
術
検
討 

 

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ 

 

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

 
 

 

政
策
会
議 

 

パ
ー
ソ
ナ
ル
デ
ー
タ
に 

 
 

関
す
る
検
討
会 

 

各
府
省
情
報
化
統
括 

 
 

責
任
者
（
Ｃ
Ｉ
Ｏ
） 

 
 

 

連
絡
会
議 

新戦略推進専門調査会
（親会） 

 
 

 

会長： 内閣情報通信政策監（政府ＣＩＯ） 
 
委員：有識者 16名 
 
 

 

電
子
行
政
分
科
会 

 

農
業
分
科
会 

 

医
療
分
科
会 

 

人
材
育
成
分
科
会 

防
災
・
減
災
分
科
会 

 
新
産
業
分
科
会 

 

道
路
交
通
分
科
会 

 

規
制
改
革
分
科
会 

2

    

電子行政オープンデータ 
実務者会議（親会） 

 
 

 

主査：村井 純 慶應義塾大学 環境情報学部長 
 
構成員：有識者 8名（主査除く） 
      関係府省 1９名（内２名オブザーバー） 
 

データ 
ワーキング 
グループ 

ルール・普及 
ワーキング 
グループ 

主査：越塚 登  
 （東京大学大学院  
   情報学環 教授） 

主査：川島 宏一    
 （佐賀県特別顧問、 
  ㈱公共イノベーション 
  代表取締役） 

 
世界最高水準のIT利活用社会の実現と成果の国際展開を目標とし、以下の３項目を柱として取り組む。 
１．革新的な新産業・新サービスの創出と全産業の成長を促進する社会の実現 
○ 公共データの民間開放（オープンデータ）の推進、ビッグデータの利活用推進（パーソナルデータの流通・促進等） 
○ 農業・周辺産業の高度化・知識産業化、 ○ オープンイノベーションの推進等 
○ 地域（離島を含む。）の活性化、 ○ 次世代放送サービスの実現による映像産業分野の新事業の創出  
 

２．健康で安心して快適に生活できる、世界一安全で災害に強い社会 
○ 健康長寿社会の実現、 ○ 世界一安全で災害に強い社会の実現 
○ 効率的・安定的なエネルギーマネジメントの実現、 ○世界で最も安全で環境にやさしく経済的な道路交通社会の実現 
○ 雇用形態の多様化とワークライフバランスの実現  
 

３．公共サービスがワンストップで誰でもどこでもいつでも受けられる社会の実現 
○ 利便性の高い電子行政ｻｰﾋﾞｽの提供、○ 国・地方を通じた行政情報ｼｽﾃﾑの改革、 
○ 政府におけるITガバナンスの強化 

  

 

 

 

 

 

 

目指すべき社会・姿 

 

１．閉塞を打破し、再生する日本へ 
○ 景気長期低迷・経済成長率の鈍化による国際的地位の後退 
○ 少子高齢化、社会保障給付費増大、大規模災害対策等、課題先進国 
○ 「成長戦略」の柱として、ITを成長エンジンとして活用し、日本の閉塞の打破、持続的な成長と発展 
 

２．世界最高水準のIT利活用社会の実現に向けて 
○ 過去の反省を踏まえ、IT総合戦略本部、政府CIOにより、省庁の縦割りを打破、政府全体を横串で通し、IT施策  
 の前進、政策課題への取組 
○ IT利活用の裾野拡大に向けた組織の壁・制度、ルールの打破、成功モデルの実証・提示・国際展開 
○ ５年程度の期間（2020年）での実現 
○ 工程表に基づきPDCAサイクルを確実に推進 

基本理念 

図３　実務者会議の位置づけ

図4　世界最先端IT国家創造宣言の概要



23■ 特集・自治体の未来を切り拓くオープンデータ

ロ
ー
ド
が
可
能
で
あ
る
。
第
２
に

関
連
の
取
組
の
リ
ン
ク
と
し
て
、

政
府
の
方
針
・
決
定
や
、公
共
デ
ー

タ
活
用
事
例
、
府
省
の
個
別
デ
ー

タ
ベ
ー
ス
サ
イ
ト
を
紹
介
し
、
利

用
者
は
参
考
と
な
る
情
報
を
適
時

入
手
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
。

第
３
に
利
用
者
か
ら
の
意
見
受
付

コ
ー
ナ
ー
に
お
い
て
、
掲
載
し
て

い
る
デ
ー
タ
の
デ
ー
タ
形
式
、
新

規
の
デ
ー
タ
の
掲
載
等
に
関
す
る

意
見
を
受
け
付
け
る
。
掲
載
デ
ー

タ
等
に
関
す
る
意
見
・
要
望
を
各

府
省
に
伝
え
、
デ
ー
タ
の
充
実
が

図
ら
れ
る
。

　

ま
た
、
利
用
規
約
を
整
備
し
、

掲
載
し
て
い
る
デ
ー
タ
は
、
国
以

外
の
者
が
権
利
を
有
す
る
部
分
を

除
き
、
基
本
的
に
、
編
集
・
加
工

等
が
可
能
な
デ
ー
タ
と
な
っ
て
い

る
。（
国
が
著
作
権
を
有
す
る
デ
ー

タ
は
、
ク
リ
エ
イ
テ
ィ
ブ
・
コ
モ

ン
ズ
・
ラ
イ
セ
ン
ス
の
Ｃ
Ｃ 

Ｂ
Ｙ

に
よ
り
ラ
イ
セ
ン
ス
）

❸
本
格
運
用
へ
向
け
た
取
組

　

今
後
は
、
掲
載
デ
ー
タ
に
つ
い

て
、
デ
ー
タ
の
更
新
の
ほ
か
、
利

用
者
の
意
見
・
ニ
ー
ズ
を
受
け
た

充
実
を
図
る
と
と
も
に
、
本
格
版

へ
の
移
行
に
向
け
、
充
実
・
改
善

す
べ
き
機
能
等
を
検
討
し
、
平
成

26
年
度
に
本
格
運
用
へ
と
切
り
替

え
て
い
く
予
定
で
あ
る
。

５

今
後
の
展
望
と
課
題

　

直
近
の
課
題
と
し
て
、
各
省
庁

に
お
け
る
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
利
用

規
約
の
見
直
し
に
つ
い
て
も
検
討

す
る
必
要
が
あ
る
。
デ
ー
タ
カ
タ

ロ
グ
サ
イ
ト
試
行
版
に
お
い
て
最

も
評
価
が
高
い
点
の
ひ
と
つ
と
し

て
統
一
的
な
ラ
イ
セ
ン
ス
の
付
与

が
指
摘
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ

る
が
、
各
省
庁
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

も
基
本
的
に
統
一
的
な
ラ
イ
セ
ン

ス
の
下
で
公
開
さ
れ
る
こ
と
で
、

利
用
者
の
利
便
性
は
大
き
く
向
上

す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

　

以
上
に
よ
り
、
政
府
に
お
け
る

オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
提
供
環
境
の
基

本
的
ベ
ー
ス
は
整
備
さ
れ
る
こ
と

と
な
る
。
そ
の
た
め
、
今
後
は
利

用
・
普
及
を
本
格
化
さ
せ
て
い
く

必
要
が
あ
る
と
い
え
よ
う
。

　

世
界
最
先
端
Ｉ
Ｔ
国
家
創
造
宣

言
に
お
け
る
目
標
を
達
成
す
る
た

め
に
は
、
様
々
な
課
題
が
あ
る
と

い
え
る
。
具
体
的
に
は
、
地
方
自

治
体
と
の
連
携
、
政
府
と
民
間
企

業
と
を
つ
な
ぐ
中
間
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
と
の
連
携
、
デ
ー
タ
を
活
用

で
き
る
人
材
の
育
成
、
そ
れ
に
実

際
の
成
果
を
具
体
的
に
創
出
す
る

た
め
の
活
動
な
ど
で
あ
る
。
こ
う

し
た
取
組
は
、
政
府
だ
け
で
は
な

く
、
様
々
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

を
巻
き
込
ん
で
取
り
組
む
べ
き
課

題
で
あ
る
。
今
後
は
、
こ
う
し
た

様
々
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
の

連
携
を
通
じ
て
、
更
に
オ
ー
プ
ン

デ
ー
タ
が
推
進
さ
れ
る
こ
と
が
期

待
さ
れ
て
い
る
。

１ オープンデータ推進の重要性 
 ○ 技術の進展等により大量・多様なデータの処理・利用が可能となってきている 
     → 政府、独法、自治体等が保有する公共データのビジネスや新サービスへの活用が期待されている 
 ○ 公共データの活用促進のため、営利目的も含めた二次利用可能なルール、機械判読（※）に適したデータ形式での公共データの 
  公開（オープンデータ）を推進                     （※）コンピュータプログラムが自動的にデータを再利用（加工、編集等）できること。 

（１）二次利用を促進する利用ルールの整備 
○国が著作権者である公開データについては、二次利用を認めることを原則とする。 

（２）機械判読に適したデータ形式での公開の拡大 
○今後インターネットを通じて公開するデータについては、機械判読に適した構造・データ形式でも公開することを原則とする。 
○重点分野（白書、防災・減災情報、地理空間情報、人の移動に関する情報、予算・決算・調達情報）から優先的に取り組む。  

（３）データカタログ（ポータルサイト）の整備 
○データの横断的検索や自動的提供等の機能を備えた「データカタログ」（ポータルサイト）を整備する。 
                                 （平成25年度に試行版の立ち上げ、平成26年度に本運用開始） 

（４）公開データの拡大 
○重点分野について、新ビジネスへの利用が期待される等のデータについて、実務者会議の検討を踏まえ、公開を拡大。 
○新規公開のコストが低いもの、利用者のニーズが高いものは、公開できない・二次利用が認められないものを除き、公開を拡大。 

（５）普及・啓発、評価 
○ニーズの発掘・喚起、新サービス・ビジネスの創出のため、利活用の支援を行う。 
○利用者のニーズ・意見を把握し、取組に反映させる仕組みを構築する。 

 

  

 

 

 

 

 

２ 電子行政オープンデータ推進のための具体的取組 

  ○ 各府省による平成25年度以降の進め方を、工程表として整理。 
  ○ 平成27年度末において、他の先進国と同水準のオープンデータの公開と利用を実現する。 
  ○ ロードマップに記載された施策の取組状況や課題等について、内閣官房は各府省から適宜報告・説明を求める。 

３ 電子行政オープンデータ推進のためのロードマップ 

（平成25年6月14日 ＩＴ総合戦略本部決定） 

○ 日本のオープンデータの取組の背景・概況につき、以下を記載。 
   推進体制 ：ＩＴ政策担当大臣、ＩＴ総合戦略本部、政府ＣＩＯ、電子行政オープンデータ実務者会議。 
   オープンデータの推進に関する方針・決定 
          ：「電子行政オープンデータ戦略」（平成24年7月IT戦略本部決定）」、「世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成25年6月閣

議決定） 」、「電子行政オープンデータ推進のためのロードマップ（平成25年6月IT総合戦略本部決定） 」、「二次利用の促
進のための府省のデータ公開に関する基本的考え方（ガイドライン）（平成25年6月各府省CIO連絡会議決定） 」 

（１）キー・データセット及びハイバリュー・データセットの公開に関する取組 
   今後の取組予定として、「オープンライセンスの下、オープンフォーマットで機械判読可能なデータを利用可能とする」取組を、2013
年秋ないし2014年度から順次拡大することをコミット。  

    ※ 「キー・データセット」（国の統計、地図、選挙、予算） 
「ハイバリュー・データセット」（企業、犯罪と司法、地球観測、教育、エネルギーと環境、財政と契約、地理空間、国際開発、政府の説明責任と民主主義、健康、 
科学と研究、統計、社会的流動性と福祉、交通とインフラ） 

（２）その他の取組 
   ○ 2013年秋に国のオープンデータのポータルサイトの試行版を開設し、2014年度中に本格稼働を開始。 
   ○ ポータルサイトにおいて国民の意見を受け付ける等の方法により、国民の参加を得てオープンデータを推進。 
   ○ オープンデータを利用して開発されたアプリケーション等の活用事例を、ポータルサイトにおいて紹介し、イノベーターを支援。 
   ○ 電子行政オープンデータ実務者会議において、オープンデータ取組状況についてフォローアップを行い、その内容を公表。 

２．取組内容（具体的コミットメント） 

 以下の項目について、データごとに、現状と取組予定を一覧表に整理。 
   ・公開データのＵＲＬ、・機械判読可能性、・オープンフォーマット性、・無料/有料、・オープンライセンス 等 

３．別添 「データセット別の公開の現状と今後の取組予定」（具体的データの公開状況・予定） 

日本のオープンデータ憲章アクションプランの概要 

１．総論（オープンデータの経緯） 

（背景）
 2013年6月に英国で開催されたG8サミットで、オープンデータ憲章が合意。 
 憲章別添の「共同アクション」において、価値が高いデータのカテゴリとして「キー・データセット」と「ハイバリュー・データ
セット」が示され、2013年10月に、各国のアクションプランを作成し、Ｇ８で公表することが合意。

（平成25年10月29日 各府省CIO連絡会議決定） 

データカタログサイト『DATA.GO.JP』（試行版）の開設（2013年12月20日） 

「新着情報」 
最近公開されたデータやお知らせ 

「データ」 
データ検索のページ 

「コミュニケーション」 
意見・要望の受付、回答の公表等 

1 
1 

2 

４ 

データ利用者 

2 

要望 

検索 
活用 

４ 

A省 
ホームページ 

 
本体 
データ 

Ｂ庁 
ホームページ 

 
本体 
データ 

各府省庁 

・・・「オープンデータの取組」 
オープンデータ関連の取組のリンク集 

●各データに関する説明情報（メタデータ）とURLを登録 
●登録データは、重点分野とされている、予算・決算・調
達情報、白書、防災・減災情報、地理空間情報、人の移動
に関する情報等のデータが中心。 

３ 

３ 

http://www.data.go.jp/ 

データカタログサイトの概要

図５　ロードマップの概要

図６　アクションプランの概要

図7　データカタログサイトの概要




